平成28年度　第２回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成28年７月８日（金）　14時30分～17時

場　　所　大阪赤十字会館４階401会議室
出席委員　村上会長・碓田委員・恩地委員・藤原委員・松島委員・水谷委員（６名）
議　　題　（１）審議対象事業について

　　　　　（２）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

（１）審議対象事業について

◆［会長］

前回の審議では、モノレール事業１件の審議を行った。その際、いくつかのご質問があったので、その質問に対する追加のご説明を聞き、ご議論いただきたいと思う。次に、公園事業１件と道路事業１件の説明を聞き、時間の許す限り審議を進めていきたい。

　　それでは、事務局から本日の資料について説明願いたい。
◆［事務局］
　資料１－１：追加説明資料①（第１回審議会での審議実施事業）

資料１－２：追加説明資料②（公園事業）

資料１－３：追加説明資料③（道路事業） 
資料２－１：再評価（再々評価）審議案件の概要及び事務局確認内容

資料２－２：事前評価審議案件の概要及び事務局確認内容追加説明資料
なお、府民意見と意見陳述に関して、平成28年５月25日から平成28年６月27日までの間に募集を行ったが、ご意見は無かったのでご報告させていただく。
◆［会長］

　それでは審議に入る。

　モノレール事業については、前回の審議において６つのご質問等があったので、説明をお願いしたい。
　　①開業後20年目以降に長寿命化対策に係る経費を計上しているが、考え方と内訳について説明してほしい。
　②平成27年度にモノレールの利用者が急激に増えているが、定期（通勤・通学）、定期外等の内訳を示してほしい。

　③費用便益分析について、原単位等を示して算出過程をわかりやすく説明してほしい。

　④「駅間通過人員の増減図」で、京阪本線枚方市駅を境に大阪方面は増加しているのに、京都方面では減少しているので、その要因を説明してほしい。
⑤代替手法の検討について、具体的に検討しているのであればその内容を示してほしい。
⑥大阪府には「中環の森づくり」という緑化事業があったと思うが、本事業と大阪府の「みどりの大阪推進計画」との関係について説明してほしい。

◆［都市整備部都市交通課］
　資料１－１「追加説明資料①」に基づいて説明。
　①大阪モノレール技術審議会において、「大阪モノレール長寿命化修繕計画（H25 大阪府都市整備部）」を策定し、劣化が顕在化した時に対策を行う事後保全型の維持管理から、定期的な検査・点検によってインフラ構造物の状態を把握し、優先順位を勘案して、計画的な維持管理を実施する予防保全型の維持管理へ転換し、構造物の長寿命化を図ることとした。大阪モノレールは平成2年の開業以降、26年が経過しており、営業路線においての道路法に基づく近接目視点検でも劣化が進行していることが確認されている。なお、モノレール延伸事業にあたっては、営業路線での点検結果を踏まえ、開業後20年目以降は、長寿命化に必要な対策として鋼構造物の塗装塗替え等を見込んでいる。
　　・開業から20年目までの1年あたりの維持管理費は、5,900万円である。
内訳は、インフラ構造物の近接目視点検2,800万円、分岐器検査950万円、エレベータ保守点検400万円、エスカレーター保守点検1,750万円。
・開業後20年目以降の1年あたりの維持管理費は、2億1,400万円である。
内訳は、上記の5,900万円に加え、大阪モノレール長寿命化修繕計画に基づく対策費（鋼構造物塗装塗替等)として1億5,500万円。
　②平成27年度の大阪モノレール利用者の定期（通勤・通学）、定期外等の内訳は４ページのとおり。

　③費用便益分析について、５～10ページにより説明。

　④駅間通過人員については、

・京都方面から京阪本線を使い鴻池新田駅周辺の東大阪方面へ向かっていた方が、モノレールの延伸により、阪急京都線からモノレールへと乗継ぎ、東大阪方面へ向かうことが可能となるため、京阪本線から阪急京都線への経路変更が生じるケースがあると考えられる。

・また、京阪交野線から学研都市線を使い門真南駅方面へ向かう場合、鴻池新田駅ではモノレールとの乗換に距離があることから、門真駅での乗換が容易な京阪本線への経路変更が生じるケースがあると考えられる。

・これらのことから、京阪本線枚方市駅から京都側では駅間通過人員が減少するものの、枚方市駅から門真市側では駅間通過人員が増加するものと考えられる。
　⑤代替手法の検討内容について、12ページにより説明。
　　・府道大阪中央環状線は慢性的な混雑状態の区間が多く存在し、LRTやバスを導入する場合、更に自動車の交通混雑が悪化し、周辺環境への影響がある。

・LRTやバスを導入する場合、自動車の交通混雑により輸送の定時性を確保することが困難である。
かつては、府道大阪中央環状線でモノレール延伸区間を含むバス路線も存在していたが、現在では廃止されている。
・定時性を確保するためLRTやバスの専用レーンを設置する場合、ほぼ全線にわたる用地買収や拡幅工事が必要となる。

・新交通システム、LRT、バスでは営業中のモノレールからの乗換えが必要となる。

　　以上の理由から、営業線を延伸するモノレールが最適である。

　⑥「みどりの大阪推進計画」について、14～16ページにより説明。

　　・「中環の森づくり」では、モノレール導入予定空間である府道大阪中央環状線の未利用地を長期間放置することは、景観や維持管理上も好ましくないことから、本格的な土地利用に先立って有効活用するため、緑化を進めてきた。
　　・平成15年度より鶴見緑地から久宝寺緑地に至る大阪中央環状線で、民間団体の協力も得ながら緑化を進めてきた。このうち、モノレール延伸区間では2団体が活動中。
・モノレール延伸工事にあたって支障となる樹木等については活動中の民間団体と調整しながら、移植や他への有効活用等についても検討していく。
・なお、モノレール整備後はモノレールの運行や維持管理に支障とならない範囲で、緑化を図る予定。
◆［会長］

　　ご質問等はないか。
○　駅間通過人員について、鴻池新田駅に向かう人が京阪本線から阪急京都線に移ったとの説明であった。普通に考えれば門真市駅で乗り換えればいいと思うが、なぜそうなっていないのか。
⇒［都市整備部都市交通課］

　阪急京都線河原町駅から鴻池新田駅へ向かう場合、時間は約60分、運賃は750円かかる。京阪本線祇園四条駅から鴻池新田駅へ向かう場合、時間は70分、運賃は680円かかる。運賃は京阪本線の方が70円安いが、阪急京都線を利用する方が所要時間は10分短くなり、需要予測では、時間を優先する人が阪急京都線を利用するのではないかと考える。

○　代替手法との検討について、評価調書に「需要予測からバスの輸送力を超える需要があること及び鉄道では過剰供給となることから、鉄道とバスの中間程度の輸送力である中量軌道システムが適している。」と記載されているが、この需要予測はモノレールを導入した場合の需要予測であり、鉄道やバスを導入するのであれば、それぞれの需要予測を出さなければならない。それを細かく算出するのは不可能かもしれないが、ここで考えるべきなのは、仮にバスを導入して、需要が5,000人増えた時の便益とバスの整備に必要な費用を比べなければならない。13ページに他の交通システムについてデメリットを記載されているのはその通りだと思うが、新たな需要が誘発されて、かつその沿線に開発が進むことが重要なことではないかと思う。新たな分析や追加説明は不要だが、評価調書の書きぶりを修正してほしい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　承知した。
○　需要予測はモノレールを導入した場合で算出しており、代替案を比較する際に他の鉄道やバスそれぞれの需要は予測していないとういうことでよいか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。　
○　平成27年度のモノレール利用者については、定期外も増えているが、通勤や通学も前年比で１割程度増えているのは、沿線開発によるマンション建設等による人口増加によるものか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　平成27年４月に立命館大学の茨木キャンパスが開校し、大阪モノレール宇野辺駅の１日当たりの乗降客数が４～７月は前年比７～10％増加しており、全駅の平均の増加率に比べても高くなっている。
○　通勤はどうか。実数は100万人位で変わらないが、前年比では12～２月に10％程度増えている。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　エキスポシティで働く従業員の通勤によるものなどと考える。
○　実数はほとんど変わらないので、前年が特殊で12～２月に減ってしまっていたのではないか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　毎年、その時期には減っている。
○　沿線開発により人口が増えるのであれば、評価調書に記載すればいいと思うが。
○　需要予測を算出するにあたり、延伸する沿線の住民の増減は便益の算出に入っているのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　誘発される沿線開発は見込まず、大阪府の将来推計により人口が減少することを考慮し、需要予測を行っている。
○　沿線に居住する人口は増えていないが、移動する人が増えたという理解でよいか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。

○　立命館大学茨木キャンパスの学生数の変動は少ないかもしれないが、エキスポシティ等のテーマパークのようなものの利用者については、どのように算出しているのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　三井不動産がエキスポシティの1年間の来場者の目標を1,700万人としているが、需要予測では過剰な推計とならないように、約３割程度の500万人として算出している。

○　維持管理費についてだが、「大阪モノレール長寿命化修繕計画（案）」では、開業後100年間での累積費用を４00億円と算定しており、100年間で単純に割ると4億円/年となる。20年前に既に開業している区間もあるので、本事業が開業する頃には40年近く経過することになり、保全等にはかなりの差があると思うが、どのように算定しているのか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　資料に記載している１億5,500万円は、営業区間の実績に基づき本事業の延伸区間９㎞について算出したものである。

○　耐震化はしているかもしれないが、最初に開業した区間でも長寿命化対策はまだしていないのではないか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　耐震補強は既に終わっている。長寿命化対策も、鋼構造物の塗装塗替え等について、25～26年経過した橋については一部実施している。
○　長寿命化対策とは、塗装の塗替えだけではなく、ＰＣ桁の劣化や腐食等の対策も含まれるのではないのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　ＰＣ桁のひび割れ対策として注入工等を行っている。

○　それらを均すと１億5,500万円ということか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。
○　長寿命化修繕計画は、構造物の供用期間が開業から100年以上を目指したものか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。

○　長寿命化対策には他の橋と同じようにいろんな対策があると思うが、資料では塗装の塗替えだけが強調されており、事実と合っていないのではないかと思う。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　修正する。

○　費用便益比の算出で、時間短縮便益を算出する事例が、瓜生堂駅から万博記念公園駅までの通勤となっているが、瓜生堂駅に住んでいる人が万博記念公園駅に働きに行くことが有り得るのかと思う。あまり有り得ない事例で計算してもいいのか疑問に感じる。先ほども京都の河原町駅から鴻池新田駅へ移動する人との話であったが、そんな用事があるのかと思う。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　万博記念公園駅にエキスポシティがあるので、事例として記載させていただいた。便益を算出する場合は、いろいろな方が様々な経路で目的地に向かう全ての移動における効果を全て積み上げたものを算出することになっている。
○　そういうことであれば、先ほどの説明は河原町駅に限らず、その周辺の人たちは京阪本線から阪急京都線にかなり移ることになり、それを合わせると枚方市駅より京都方面は駅間通過人員が減少し、阪急京都線では増加するということか。本当かなという気はしなくはない。京都市域から鴻池新田駅へのＯＤ（ゾーン間交通量）はわかるか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　ＯＤ（ゾーン間交通量）は持ち合わせていない。

○　９ページの道路混雑緩和便益で車種別時間評価値を記載しているが、乗用車が減って貨物車のみが残るということか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　モノレールの延伸によって鉄道に乗り換えることになるのは、主には乗用車で移動する人であり、荷物を運んでいるような貨物車等は少ないと考える。

⇒［事務局］
　　貨物車が鉄道に転換するということではなく、ネットワークが構築されると公共交通の利用がしやすくなるので、利用者が増えることが期待できる。また、自動車を利用していた方がモノレールを利用することになり、道路が空くと貨物車も走行しやすくなるため、貨物車の原単位も示されている。

○　鉄道プロジェクトについての費用便益分析は他の事業と違う特徴があるのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　道路であれば、他の道路に流れていた交通量が、新しく造った道路に流れてくるという交通の変化が生じることについて便益を算定するが、今回は鉄道であるので、鉄道が通ることによる定時性の向上や乗換えの便益等、他の事業にはない便益がある。

○　供給者便益等もあるが、鉄道プロジェクトの評価手法マニュアルが2012年に改訂されたと記載されており、少し古いので何か特色があるのかと思ったが特にはないのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　供給者便益は、鉄道会社の収益の増減によるものなので、鉄道に特化した便益である。

○　この延伸計画は、エキスポシティや立命館大学茨木キャンパスの事業計画の前から検討しているものか。また、これらの事業を考慮して便益を算出しているのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　モノレール延伸はもっと古くから構想としてあった。平成16年に近畿地方交通審議会答申第８号で大阪モノレール延伸が京阪神圏の中長期的に望まれる鉄道ネットワークを構成する新たな路線であると位置付けられた。エキスポシティ等はその後できた開発計画であるが、実現が確実と見込まれたため、昨年度、これらを考慮した需要予測により便益を算出した。
○　平成41年の開業までに大阪やモノレール沿線にできる長期的な計画は掴んでいるのか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　前回の資料にも記載しているが、現在進められているプロジェクトとしては、ミリカヒルズ、豊中市少路プロジェクトやよみうり文化センターの建替等であるが、過大な推計とならないように確実なものだけを見込んで需要予測を行っている。
○　他の路線事業者の今後の計画等は盛り込んでいないということか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。
○　答申に位置付けられているようなものは盛り込んでいるのか。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。

○　事業着手してから開業までに10年あるが、新しくできる４駅のいずれの駅も他の路線と結節しており、利用者の利便性のために部分開業をすることは考えていないのか。部分開業については、過去にも実績があるようである。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　延伸するにあたり、新たに車両を購入する予定だが、万博記念公園駅にある車庫には余裕がないため、瓜生堂駅付近に新たに車庫を造る計画である。部分的に開業しても車両を置くスペースがないため、原則、延伸区間全線の工事完了後に開業する予定である。用地買収が難航し、事業が長期化したために部分開業した実績もあるが、現時点では全線開業を予定している。
◆［会長］
　　本件については、評価調書の修正は必要であるが、対応方針（原案）のとおり「事業実施」することとしてよいか。

○　異議なし。

◆［会長］
　　それでは、この件に関しては、「事業実施」とする。

なお、本件については、申し出事項があるとのことなので、担当部局よりお願いしたい。

⇒［都市整備部都市交通課］
　　モノレールが供用されるまでには、今後、法手続きに約３年半、工事は現地着手から概ね10年間が要されると想定しているが、府の重点施策でもあり、できるだけ早く事業着手したいと考えている。ついては、委員の皆様方にはお手数をお掛けすることになるが、次回の審議会で意見具申のご審議をお願いしたい。
◆［会長］
　　意見具申の早期審議についての申し出があったが、ご意見は無いか。
　　無いようなので、本件については、次回の審議会において意見具申（素案）の審議を行いたい。事務局で素案の作成をお願いする。

では次に、公園事業である「泉佐野丘陵緑地整備事業」の審議を行うので、説明をお願いする。
◆［都市整備部公園課］
　資料１－２「追加説明資料②」に基づいて説明。
・泉佐野コスモポリスの跡地を、平成10年の民事調停を踏まえて府が買い戻すとともにその優れた景観、豊かな環境を保全しつつ、将来を含めた府民の貴重な財産である泉佐野丘陵部の利活用を図る必要があるため、実施することとなった事業である。
・事業を進めるにあたっては、21世紀にふさわしい新しいタイプの公園づくりを目指して、計画段階から整備・管理運営まで、社会情勢の変化に柔軟に対応する「シナリオ型」事業スキームを採用し、利用者にとって必要不可欠な施設のみを初期段階で設置するとともに、府民、ＮＰＯ、企業等との連携・協働により「つくり続ける」公園を目指している。
・全体計画面積74.9haのうち、平成28年３月末現在で12.7 haを開設済み。

　開設済区域の主な施設は、パークセンター、休憩所、棚田、レンジャー広場、水辺の広場、散策路等。
・全体事業費は175.0億円（用地費150.3億円、工事費24.7億円）で事前評価時から1.6億円増加。工事費の内訳は、造成費が2.0億円、建設費が22.7億円である。

・費用便益比は1.65で前回評価時から0.92減少。残事業B/Cは1.21。
・維持管理費は、平成27年度実績で約3,700万円/年。
・完成予定年度は平成40年度（前回評価時は平成26年度）。
・事業の進捗率は、93％（用地100％、工事50％）である。

平成19年度に用地買収は完了しており、中地区は平成26年度に一部が開設し、平成30年度に全面開設を予定。残る東地区・西地区については、事業手法の見直しにより当初計画より遅れるが、平成40年度の全地区開設を予定。
・平成22年度に公園ボランティア「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」が設立され、園路や階段等の整備や来園者への工作体験等のプログラム提供などの活動を行い、「つくり続ける公園」を実現する大きな原動力となっている。（H27年度実績：会員96名、約120日活動）
・対応方針（原案）は、「事業継続」と提示。
（判断の理由）
・泉佐野コスモポリスの跡地を、平成10年の民事調停を踏まえて府が買い戻すとともに、その優れた景観、豊かな環境を保全しつつ、将来を含めた府民の貴重な財産である泉佐野丘陵部の利活用を図るものであり、必要性に変化はない。
・21世紀にふさわしい新しいタイプの公園づくりを目指して、計画段階から整備・管理運営まで、社会情勢の変化に柔軟に対応する「シナリオ型」事業スキームを採用し、府民、ＮＰＯ、企業等との連携・協働により「つくり続ける」公園として事業中である。
・現地は竹林の拡大等が進行しつつあり、これ以上放置しておくと、みどり景観が劣化し、その機能が著しく低下することが懸念される。
◆［会長］
ご意見やご質問はないか。
○　事業全体の進捗率は、予算ベースのものだと思うが93%となっており、開設済面積が12.7haで未開設区域面積は62.2haである。残事業は、竹林の伐採などにより、主に散策路を整備するという理解でよいか。
⇒［都市整備部公園課］
進捗率は事業費ベースで算出しているため、開設済面積との比率とは異なる。東地区、西地区、中地区の一部の整備が残っているが、現況の樹林地を良好なものに戻していくことが主な活動となっており、大阪府の工事として残っているのは、散策路や管理用通路、トイレの整備である。樹林地部分についても、マンパワーで対応できない場合は工事発注をすることもあり得るが、基本的には、府民の皆様と一緒に少しずつ整備していくこととしている。
○　では、未開設区域の整備は、重機等による工事ではなく、基本的にはボランティアによる手作業ということか。
⇒［都市整備部公園課］
大部分はそのとおり。中地区の南側は、大阪府で作ったのは1本の道と休憩所だけであり、残りのエリアについては民間やボランティアの皆さんとの共同作業で人力により整備をしている。東地区、西地区は全域が竹林で覆われている訳ではなく、東地区の竹林はかなり拡大しているが、西地区はそれほどでもない。荒れ具合に応じて手法は異なるが、基本的には、府民の皆さんと一緒に取り組んで行く予定である。
○　公園の費用便益分析の間接利用価値の算出については、環境保全なども含めて最終的に世帯満足度に換算すると考えればよいか。
⇒［都市整備部公園課］
効用値及び満足度の算出により、一世帯当たりの満足度が算出されるので、それに世帯数を掛けて全体の便益を算出している。
○　環境の悪化を食い止める等の自然環境保護の観点からの数値は、ダイレクトに反映されないということか。
⇒［都市整備部公園課］
あくまで、公園として緑地等があることについて、防災価値・環境価値の観点からマニュアルが作られているので、森林資源としての価値といったものはない。
○　維持管理費は3,700万円/年であるが、これ以外に企業の支援によるコストがかかっているということか。
⇒［都市整備部公園課］
3,700万円/年は、大阪府が実施している草刈り等の支出分である。公園ボランティアである「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」が活動するための草刈用の鎌や軍手、保険加入などに企業からの支援を受けているが、ここでは計上していない。
○　企業による支援の金額はどの程度か。
⇒［都市整備部公園課］
「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」への支援だけではなく、温室の寄贈なども含まれているが、10年間（平成20年度から平成29年度）で総額約2億円である。
○　支援が大きな金額であった場合、企業の支援が無くなった途端に活動が立ち行かなくなる可能性があるが、支援が無くなった場合でもやっていける目途は立っているのか。
⇒［都市整備部公園課］
この公園は、府（行政）と民間企業と府民が協働して整備していくというコンセプトであるので、できれば支援の継続も含めて参画はお願いしたいと考えている。今後も企業の支援には期待したいが、約束されたものではないことは認識している。
○　ボランティア活動は全て無償なのか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
○　有償でないのであれば、求心力のある方１人が抜けたと同時に継続できなくなることもあり得るが、対策として考えていることはあるのか。
⇒［都市整備部公園課］
ボランティアは毎年追加募集をしている。平成25年より会員数が100人弱と横ばいで推移しているが、入会者と退会者が均衡しているためである。平成26年8月の公園開設前は、一部の限られた人にしか知られていなかったが、開設後は広く知られるようになり、入会する人が増えつつある。会員数が維持できるかと言われると難しいが、府としては多くの方に紹介し、参画しやすい環境を作るため、会員になるための養成講座の回数を増やしたり、６回の講座受講を入会の条件としていたものを、１回受講した時点で仮入会とし、入会後に残り５回を受講していただくなど、入会までの手続きについて工夫し、入会しやすい環境づくりを行っている。
○　この事業は先進的な試みであり、応援したい事業である。

今後の東地区、西地区の費用について、竹の伐採等に係るものは含んでいるのか。
⇒［都市整備部公園課］
散策路を作るために支障となる場合は行うが、基本的には含んでいない。
○　もし、今この事業をやめた場合でも、竹林の伐採を継続して行うのか。
⇒［都市整備部公園課］
現時点で東地区や西地区では、道路に倒れるのを防いだり、特定の樹木を守るために行う程度で、必要最低限のものしか行っていない。
○　では、仮に平成40年まで事業が続くとすると、竹の伐採などの費用が別途必要になるということか。
⇒［都市整備部公園課］
開設面積が増えれば、維持管理費も増えていく。府民サービスのレベルを維持するためには、府民と一緒に行うとしても、お金は掛かるものだと思っている。
○　では、平成27年度の維持管理費の実績額がこのまま推移するものではなく、少しずつ増えていくということか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。費用便益比の算出においても、維持管理費の増加は見込んでいる。
○　平成26年8月に中地区の一部を開設しているが、費用便益分析において、部分供用として算出しているのか。
⇒［都市整備部公園課］
直接利用価値は、供用して初めて便益が発生するため、平成26年度に部分供用済として算出している。
○　前回の便益の算出の際には、平成26年度に完成する予定であったため、平成26年度に全区域を開設した際に初めて便益が発生すると想定していたが、今回の計算では、平成26年度に部分供用し、平成40年に全体供用するまで便益が少しずつ増えていくという理解でよいか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
○　直接利用価値で想定している需要量はどの程度か。現況で、昨年度にどの程度の需要があったのかという数字があれば教えていただきたい。
⇒［都市整備部公園課］
魅力値としての需要量は、前回が25万人で今回が35万人である。実績値は持ち合わせていない。
○　全面供用した場合の需要量は35万人と想定しているとのことだが、現状の部分供用ではどの程度なのか。費用便益分析関連資料「共通－様式１」で、全体供用時の自然・空間系の施設魅力値は、部分供用開始時に比べて約1.5倍、全体供用時の文化活動系の施設魅力値は、部分供用開始時に比べて約10倍となっているが、これは需要に対してどのぐらい反映されるのか。
極端な話だが、途中で本事業を中止し、竹林の伐採だけをして山が荒れないようにすることにした場合の想定上の需要と、全てが完成した場合の需要に大きな差が無いのであれば、この段階で一旦事業をやめるということも考えられなくはない。残事業B/Cも1.21なので正当化されるとは思うが、参考までにどの程度想定されているのか教えていただきたい。
⇒［都市整備部公園課］
部分供用時の需要量は、魅力値に公園の選択率を掛けないと出ないので即答はできない。
○　直感的には、利用者数に余り変化はないと推察されるが、計算上どうなっているのかわかれば次回教えていただきたい。
⇒［都市整備部公園課］
承知した。
○　再評価なので、前回からの差分がどうなっているのかを考えればいいと思うが、前回からの変更点で一番大きな要素は、完成予定時期が延びたことである。前回は平成19年度に着手して平成26年度には完成し効果が発現すると予定していたものが、今回は一部供用して効果はでているものの、完成が平成40年度となっていることである。
もう１つチェックできるとすれば、予測に対して実績がどうだったのかを検証することである。これが再評価を行う意義だと思うので、無料の公園なので難しいと思うが、可能な範囲でいいので調べていただきたい。
⇒［都市整備部公園課］
承知した。
○　間接利用価値が約50%減っているが、マニュアルの改訂だけでそんなに大きく変わるものなのか。
⇒［都市整備部公園課］
新旧マニュアルで規定の計算式が大きく変わっている。前回の計算式では、効用値を算出するにあたり、環境項目の「緑地面積」と防災項目の「広場面積」について別々に計算していたが、今回の計算式では、「緑地面積」と「広場面積」を合計した面積について計算することになった。また、面積の単純合計ではなく、それぞれの平方根の合計で計算するため影響が大きくなっている。また、35ページに記載のとおり、式中の各パラメーター値も大きく変わっている。
○　７ページに事業概要として各地区の項目を記載されているが、具体的にどんな事業を計画しているのかわからない。
⇒［都市整備部公園課］
東地区は急峻で複雑な地形をしており、広場のような場所は取りづらい。現状の地形や景観を活かすことがこの公園のコンセプトであるので、起伏のある地形を楽しんでいただくため、散策ができるよう整備する予定である。公園へ入りやすくし、景観資源を巡るような散策路を皆さんと設定していくことが東地区のテーマになると考え、「公園の景観資源を巡る自然散策の場」としている。
西地区は全体的に比較的緩やかな地形で平坦な部分が多く、竹林の繁殖はそれほど多くない。林道が残っており杉やヒノキが多い。自然活動をするプログラムを提供することが西地区のメインの活動であると考えており、「自然学習や環境学習の場」としている。

いずれにしても、箱モノを造るということではなく、トイレなどの最低限のインフラ整備に留める予定である。
○　公園のパンフレット「コトまっぷ」には、未開設区域と開設済区域の境界がないが、未開設区域にも入れるのか。
⇒［都市整備部公園課］
パンフレットは中地区全体の完成後のイラストであり、未開設区域に一般の方は入れない。周遊できるようにするため、公園ボランティア「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」と整備を進めている。
◆［会長］

　　本日予定していた道路事業は、予定時刻を過ぎたため、次回審議することとする。
以上
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